
事業主・労働者の皆さまへ

令和2年10月1日から令和3年3月31日までの間に、新型コロナウイルス感染症に関する
対応として臨時休業等をした小学校等に通う子どもの世話を保護者として行うことが必要と

なった労働者に対し、有給（賃金全額支給）の休暇（労働基準法上の年次有給休暇を除
く）を取得させた事業主は助成金の対象となります！ ＊詳細は裏面をご参照ください

（注） 取得した休暇の期間によって、 下記のとおり申請期限が異なります！

．令和2年10月1日から12月31日までの休暇に関する申請期限は令和3年3月31日です。

令和3年1月1日から3月31日までの休暇に関する申請期限は令和3年6月30日です。

・助成内容は特別休暇を取得した対象労働者に支払った賃金相当額xl0/10(※）です。
※日額上限：15,000円

• この助成金は、既に欠動や年次有給休暇の取得として処理された分についても、事後的に特別休暇に振り
替えた場合は対象になります。
令和2年2月27日から9月30日まで帆木暇に関する申請受付ば原則として令和2年12月28日で終了しています。ただし、次のI、11や
天災等のやむを得なし浬坦］力海ると認められる場合は申請期限を超過して申講することが可能です。詳細I胡ポームページをご覧ください。
I. 労働者からの労働局が持別相談窓口への「（企業に）この助成金を利用してもらいたい」等のご相談に墓づき、労働局が事業主への
助成金活用の働きかけを行い、これを受けて事業主が申請を行う場合
II . 労働者が労働局の特別相談窓口へ相談し、労働局から助言等を受けて、労働者自らが事業主に働きかけ、事業主が申請を行う場合

事業主の皆さまには、この助成金を活用して有給の特別休暇詞度を設けていただき、保謹者→1が希望に応じて休暇を取得できる環境を整えていただくとともに、過去に欠勤等で処理した分
についても、特別休暇に振り替えて本助成金をご活用いただけるよう、ご検討をお願いします。

し 労働者の皆様へ：相談窓口のご案内

•都道府県労働局『小学校休業等対応助成金に係る特別相談窓口』では、 「企業にこの助成金を
利用してもらいたい」等の労働者の方からのご相談内容に応じて、企業への特別休暇制度導入・助
成金の活用の働きかけを行っています。【ご相談(ell員面の相談窓ロ一罠まで】

ぃ 事業主の皆様へ：申請手続き及び申謂に係る相談窓口のご案内

・申請手続き、助成金の支給要件等の詳細について、下記のコールセンターでご相談に対応していま
す。助成金の申請●類は、下記の「受付センター」まで郵送をお願いします。
•また、 労働者の方からのご相談を受けて、 都道府県労働局で事業主に助成金の活用の働きかけを
行う場合、申請書類の作成支援も全面的に行います。

① 【コールセンター】 申請方法等のお問い合わせは、下記のフリーダイヤルまで
（フリーダイヤル） 0120-60-3999 受付時間 ：9 : 00,....,21 : 00土日・祝日含む

② 【受付センター】 申請書の提出先は、こちらです。
〒137-8691 新東京郵便局 私書箱132号 学校等休業助成金・支援金受付センター
※郵送先は厚生労働省・都道府県労働局ではありません。
必ず配達記録が残る郵便（特定記録郵便やレターパックなど）で配送してください。

③ 【都道府県労働局『小学校休鑽等対応助成金に係る特別相談窓口』】裏面参照



①新型コロナウイルス感染症に関する対応として臨時休業等をした小学校等に通う子ども

「臨時休業等」とは
•新型コロナウイルス感染症に関する対応として、小学校などが臨時休業した場合、自治体や放課
後児童クラブ、保育所などから利用を控えるよう依頼があった場合が対象となります。

なお、保護者の自主的な判断で休ませた場合は対象外です
※ただし、学校長が新型コロナウイルスに関連して出席しなくてもよいと認めた場合は対象となります。

「小学校等」とは

・小学校、義務教育学校の前期課程、各積学校 （幼稚園または小学校の課程に類する課程を

置くものに限る） 、特別支援学校 （全ての部） ※障害のある子どもについては、中学校、義務教育学校

の後期課程、高等学校、各種学校（高等学校までの課程に類する課程）なども含む。

・放課後児童クラプ、放課後等デイサービス
・幼稚園、保育所、認定こども園、認可外保育施設、家庭的保育事業等、

子どもの一時的な預かりなどを行う事業、障害児の通所支援を行う施設など

②新型コロナウイルスに感染した子どもなど、小学校等を休む必要がある（※）子ども

• 新型コロナウイルスに感染した子ども
• 新型コロナウィルスに感染したおそれのある子ども（発熱などの風邪症状、濃厚接触者） 等
※学校の場合は、学校長が出席を停止し、または出席しなくてもよいと認めた場合をいいます。

③対象となる保護者

・親権者、未成年後見人、その他の者（里親、祖父母など） であって、子どもを現に監護する者が

対象となります。

その他の支給要件や具体的な手続きは厚生労働省ホームページにて確認ください。

申請書は、厚生労働省HPから印刷してください。
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受付時間 8時30分~17時15分（土・日・祝日・年末年始を除く）

（う 厚生労働省 都道府県労働局雇用環境・均等部（室）
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